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�愛媛県告示第２１２号
中小企業等協同組合法施行規程（平成１９年８月愛媛県告示第１４０２号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２１年２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出資金、準備金等の計算）

第８条 規則第１４９条第１項第４号の行政庁が定める率は、１００分の

９０（特定共済組合（法第９条の２第７項に規定する特定共済組合

をいう。）及び特定共済組合連合会（法第９条の９第４項に規定

する特定共済組合連合会をいう。）（以下「特定共済組合等」と

総称する。）が有するその他有価証券（財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則（昭和３８年大蔵省令第５９号。以下「財

務諸表等規則」という。）第８条第２２項に規定するその他有価証

券をいう。以下同じ。）の貸借対照表計上額の合計額が帳簿価額

の合計額を下回る場合には、１００分の１００）とする。

２・３ 省略

別表第３（第１０条第３項関係）

（出資金、準備金等の計算）

第８条 規則第１４９条第１項第４号の行政庁が定める率は、１００分の

９０（特定共済組合（法第９条の２第７項に規定する特定共済組合

をいう。）及び特定共済組合連合会（法第９条の９第４項に規定

する特定共済組合連合会をいう。）（以下「特定共済組合等」と

総称する。）が有するその他有価証券（財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則（昭和３８年大蔵省令第５９号。以下「財

務諸表等規則」という。）第８条第２１項に規定するその他有価証

券をいう。以下同じ。）の貸借対照表計上額の合計額が帳簿価額

の合計額を下回る場合には、１００分の１００）とする。

２・３ 省略

別表第３（第１０条第３項関係）

省略 省略

備考

１・２ 省略

３ 邦貨建債券のうち、財務諸表等規則第８条第２１項に規定

するものは除く。

備考

１・２ 省略

３ 邦貨建債券のうち、財務諸表等規則第８条第２０項に規定

するものは除く。

�愛媛県告示第２１３号
漁船損害等補償法施行令（昭和２７年政令第６８号）第５条第１項の規定により、漁船損害等補償法（昭和２７年法律第２８号）第１１２条第１項

の規定による同意を求めるための事前届出があったので、同政令第５条第３項の規定により、１のとおり公示し、及び２のとおり指定漁船

調書を縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県

公 告
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公営企業告示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………１３７
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１ 届出事項

（東予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

四国中央市川之江町１３８６

三 好 信 男

四国中央市川之江町１０９０

松 本 保 義

四国中央市川之江町１４３２

薦 田 学
川 之 江 川之江漁業協同組合

四国中央市三島金子１－５－５７

武 村 隆

四国中央市三島中央１－１６－７１

宮 崎 正 雄

四国中央市三島宮川１－２－１０

大久保 成 康
三 島 三島漁業協同組合

四国中央市寒川町１０３１

受 川 修

四国中央市寒川町９５０

青 木 尚 武

四国中央市寒川町９２７－１

受 川 雅 師
寒 川 寒川漁業協同組合

新居浜市大島１４６７－５

中 山 政 照

新居浜市大島５７３

藤 田 浩 一

新居浜市大島１４８３

中 山 龍 治
大 島 新居浜市大島漁業協同組合

新居浜市黒島二丁目５－６０

宮 崎 朝 勝

新居浜市黒島二丁目９－２９

宮 崎 都 三

新居浜市黒島二丁目３－１２

曽我部 直 俊
多 喜 浜 多喜浜漁業協同組合

新居浜市垣生５丁目１番１５号

合 田 義 博

新居浜市垣生６丁目４番３３号

石 井 晴 良

新居浜市垣生６丁目７番６５号

三 宅 弘 志
垣 生 新居浜市垣生漁業協同組合

新居浜市清水町１５－３８

高 橋 清 重

新居浜市清水町１４－１１

大 石 益 広

新居浜市港町１７－１７

中 津 正 志
新 居 浜 新居浜漁業協同組合

西条市港５０３番地

堀 井 友 広

西条市港２９９番地

藤 田 雪 臣

西条市港２８０－１番地

藤 田 裕 也
西 条 西条漁業協同組合

西条市河原津甲２３８－７３

川 又 守

西条市河原津甲２８６－８

松 木 正 次

西条市河原津甲３９０－３

三 宅 桓 文
河 原 津 河原津漁業協同組合

（東予地方局産業経済部今治支局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

今治市桜井５丁目１２番１６号

日 浅 修

今治市桜井１丁目６番７号

長 井 伸 雄

今治市桜井５丁目８番６号

高 見 保 則
桜 井 桜井漁業協同組合

今治市大浜町一丁目５－１０

白 石 隆 重

今治市大浜町二丁目１－３７

広 瀬 智 久

今治市大浜町三丁目３－２０

山 田 保
大 浜 大浜漁業協同組合

今治市来島９１番地

宮 谷 良 一

今治市来島６１１番地

片 上 勝 允

今治市来島５１０番地

亀 山 弘 次
来 島 来島漁業協同組合

今治市吉海町椋名５６６

村 上 正 隆

今治市吉海町椋名６２６

福 永 恒 男

今治市吉海町椋名１９３

喜 田 修 二
渦 浦 渦浦漁業協同組合

今治市吉海町仁江２０３７番地

渡 辺 誠 二

今治市吉海町名８４３番地２

渡 辺 正 志

今治市吉海町仁江２１６５番地

渡 辺 純次郎
津 倉 津倉漁業協同組合

今治市伯方町木浦甲１４６４

越 智 護

今治市伯方町伊方甲番外６－１７

本 岡 正 己

今治市伯方町有津甲１３８９－２

野 間 一 正
伯 方 伯方町漁業協同組合

越智郡上島町魚島１－１３１－１

三 上 一 行

越智郡上島町魚島１－１３０

大 西 宗 一

越智郡上島町魚島１－２７８

三 上 守 得
魚 島 魚島村漁業協同組合

越智郡上島町弓削下弓削８４６－２

岡 島 政 則

越智郡上島町弓削下弓削１１４

貴 田 勝

越智郡上島町弓削土生４８０

北 浜 英 雄
弓 削 弓削漁業協同組合

越智郡上島町岩城２４１３－１

長 田 三 男

越智郡上島町岩城１６２５

大 本 明 光

越智郡上島町岩城７８６

藤 本 隆 司
岩 城 生 名 岩城生名漁業協同組合

今治市関前岡村甲１０４

片 岡 武 人

今治市関前岡村甲８７８－１

山 口 松 二

今治市関前岡村甲９９４－２

桧 垣 謙 一
関 前 関前村漁業協同組合

今治市波方町波方甲２６１９－５

大 西 藤 孝

今治市波方町波方甲２６２２－２３

大 西 伊寿夫

今治市波方町波方甲２６２７－６

大 川 博 明
波 方 波方町波方漁業協同組合

今治市波方町樋口甲１１６４－６

菊 川 健 一

今治市波方町小部甲１０６－１

菊 川 晴 史

今治市波方町小部甲４４５－４

木 村 勉
小 部 小部漁業協同組合

今治市大西町宮脇甲１８０番地１

尾 崎 正 二

今治市大西町別府２４３７番地３

別 府 公 康

今治市大西町新町甲６５８番地３

阿 部 建 悟
大 西 大西町漁業協同組合

愛 媛 県 報平成２１年２月１７日 第２０４０号
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今治市菊間町種３８５３番地

浦 部 信 秀

今治市菊間町浜１６１番地

川 崎 繁 忠

今治市菊間町田之尻６０３番地

越 智 欽 哉
菊 間 菊間町漁業協同組合

（中予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

松山市浅海原甲４７８番地２

庭 瀬 清 弘

松山市浅海原甲５４８番地２

松 下 義 清

松山市浅海原甲４７７番地

大 石 初 義
浅 海 北条市漁業協同組合

松山市土手内２４７番地５

堀 川 武

松山市柳原１１番地１９

濱 田 志津男

松山市柳原１５４番地

渡 部 貞 務
北 条 北条市漁業協同組合

松山市安居島甲７２番地

井 上 三喜雄

松山市北条３４１番地１

大 内 忠 次

松山市安居島甲１１９番地１

大 内 達 也
安 居 島 北条市漁業協同組合

松山市野忽那１４８１

植 田 弘

松山市野忽那１３７５

有 馬 里 見

松山市野忽那１３９４－１

鈴 木 安 政
野 忽 那 野忽那漁業協同組合

松山市睦月２２４

石 � 正 光

松山市睦月１３９

渡 部 正 孝

松山市睦月３０８番地１

中 尾 憲 次
睦 月 睦月漁業協同組合

松山市門田町７２４

竹 内 國 夫

松山市泊町１４４５

小 池 肇

松山市泊町１４６０－１

石 本 憲 三
興 居 島 松山市漁業協同組合

松山市堀江町甲８８８－１２

猪 田 秀 男

松山市堀江町甲１６８６－３

高 野 勝 喜

松山市堀江町甲１７４２－３

松 田 四 郎
堀 江 松山市漁業協同組合

松山市三津１丁目１０－２０

北 岡 哲 夫

松山市梅田町４－６２

山 川 一 利

松山市三津１丁目５－４

片 岡 正
三 津 松山市漁業協同組合

松山市和気町２丁目９２６－１２

上 野 和 隆

松山市和気町２丁目９５５－１

浜 田 太 郎

松山市太山寺町３３３－１

西 山 勝
和 気 松山市漁業協同組合

松山市衣山３丁目３－１０

木 山 正 雄

松山市住吉２丁目９－１４

奥 田 学

松山市三津１丁目８－３４

田 川 一 夫
三 津 松山市三津浜漁業協同組合

松山市西垣生町１４４８

三 原 孝 重

松山市西垣生町１６７７－４

玉ノ井 梅 三

松山市西垣生町１４０７－３

船 田 克 己
今 出 松山市今出漁業協同組合

松山市和気町２丁目９３０－２

中 村 貞

松山市和気町２丁目９２７－１１

松 本 勇 雄

松山市和気町２丁目９２６－１１

菊 池 福 徳
和 気 ・
太 山 寺 和気漁業協同組合

伊予郡松前町大字浜６８８－３

加 納 一 成

伊予郡松前町大字浜５１５－１

京 極 成 次

伊予郡松前町大字浜６５０－３

阪 井 泰 三
松 前 松前町漁業協同組合

伊予市双海町上灘甲５９３３番地１２

北 風 雅 治

伊予市双海町高岸甲９３２番地５

網 江 正 安

伊予市双海町高野川甲１７４番地１

中 尾 勝 典
上 灘 上灘漁業協同組合

伊予市双海町串甲１２１３－１３

若 松 利 光

伊予市双海町串甲７５－３２

松 田 芳 明

伊予市双海町串甲３６５７－２９

魚 見 成 一
下 灘 下灘漁業協同組合

（南予地方局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

西予市明浜町俵津１－２８９

酒 井 孫三郎

西予市明浜町狩浜２－１２

佐 藤 吉 彦

西予市明浜町高山２８８９－１

井 上 光 一
明 浜 明浜漁業協同組合

宇和島市吉田町浅川７８９番地

杉 田 隆 生

宇和島市吉田町沖村甲３２８０番地

清 家 万 吉

宇和島市吉田町白浦２７５６－３

二 宮 慎 哉
吉 田 吉田町漁業協同組合

宇和島市吉田町南君６３０番地

山 内 清 一

宇和島市吉田町奥浦甲５４－６

伊 藤 順 造

宇和島市吉田町奥浦甲３３９０－１

山 下 重 利
奥 南 吉田町漁業協同組合

宇和島市津島町北灘甲９８２

川 崎 茂 樹

宇和島市津島町北灘甲２２２０－３

下 田 力 人

宇和島市津島町北灘丁１３６６

伊 藤 光 一
北 灘 北灘漁業協同組合

宇和島市下波２６４９番地

石 崎 善 将

宇和島市下波９２４番地

西 田 輝 久

宇和島市下波４７４８番地２

寺 坂 邦 彦
下 波 下波漁業協同組合

宇和島市遊子２２３４

福 島 久 光

宇和島市遊子３２０５

柴 田 千加男

宇和島市遊子１３２３

中 西 忠 保
遊 子 遊子漁業協同組合

宇和島市蒋渕１４０４番地

島 川 一 馬

宇和島市蒋渕２６０３番地

島 津 伝 一

宇和島市蒋渕１７１０番地

池 添 哲 雄
蒋 淵 蒋淵漁業協同組合
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宇和島市戸島２１２９

藤 川 英 雄

宇和島市戸島２７８３

深 田 俊 英

宇和島市戸島２１５４

吉 村 清 重
戸 島 第 一 戸島漁業協同組合

宇和島市戸島３９４３

村 田 幸 芳

宇和島市戸島３９７３

藤 堂 浅 一

宇和島市戸島３７８２

藤 堂 覚 寛
戸 島 第 二 戸島漁業協同組合

宇和島市日振島１７４１番地

久 保 義 清

宇和島市日振島２９０番地

松 下 日出海

宇和島市日振島１６９０番地

高 鍋 勝 夫
日 振 島 日振島漁業協同組合

宇和島市本九島１８６３－１

岡 根 保 文

宇和島市百之浦１２２３

崎須賀 良 和

宇和島市蛤３６４－２

広 沢 初 志
宇和島第一 宇和島漁業協同組合

宇和島市蕨８６－３

宮 瀬 和 義

宇和島市石応１１８７

田 島 義 明

宇和島市平浦１２３０－３

松 井 和 善
宇和島第二 宇和島漁業協同組合

宇和島市坂下津甲３８１－１１３

大 西 義 清

宇和島市坂下津乙７３

鹿 島 重 利

宇和島市大浦甲１７４８－１

広 沢 円 吉
宇和島第三 宇和島漁業協同組合

宇和島市三浦西１３００－６

大 石 辰 雄

宇和島市三浦西１０１５－３

中 村 千 一

宇和島市三浦西６１２

山 下 三 郎
三 浦 三浦漁業協同組合

（南予地方局愛南水産課管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

南宇和郡愛南町魚神山１６２９

松 田 徳 生

南宇和郡愛南町柏崎５２５

松 本 明 義

南宇和郡愛南町家串１１２１

織 田 直
内 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町赤水５３－２

中 田 憲 和

南宇和郡愛南町赤水２６－２

中 田 俊 彦

南宇和郡愛南町赤水８９９

尾 崎 洋 祐
南 内 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町岩水９－３

宇 佐 徳 夫

南宇和郡愛南町垣内３９６番地

前 田 末 光

南宇和郡愛南町敦盛４９６番地

本 多 洋
東 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町蓮乗寺３３５－６

田 村 義 光

南宇和郡愛南町鯆越２８１

立 花 卓

南宇和郡愛南町鯆越１２６

大 塚 重 利
深 浦 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町船越１１７６番地

平 田 和 弘

南宇和郡愛南町樽見３５２番地

清 水 辰 夫

南宇和郡愛南町樽見５７３番地

浜 田 一 房
西 海 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町樽見５５１－１

清 水 国 光

南宇和郡愛南町武者泊５９１－１

吉 田 基 也

南宇和郡愛南町福浦１６１６

和 田 和 利
福 浦 愛南漁業協同組合

南宇和郡愛南町久良４５２

中 道 辰 明

南宇和郡愛南町久良１１９３

中 川 浩 一

南宇和郡愛南町久良２０５１

本 多 良 治
久 良 久良漁業協同組合

（南予地方局産業経済部八幡浜支局管内）

発 起 人 の 住 所 及 び 氏 名 加 入 区
漁船損害等補償法第１１３条第１
項の申出をする漁業協同組合の
名称

八幡浜市保内町磯崎１４１４

鎌 田 建一郎

八幡浜市保内町喜木津１－６２６

宮 本 末 光

八幡浜市保内町広早４６９

守 田 弘 美
磯 津 八幡浜漁業協同組合

八幡浜市保内町川之石１０番耕地８１
番地
大成水産有限会社
代表取締役 泉 雅記

八幡浜市保内町川之石１１－３３４－
２

稲 垣 憲 定

八幡浜市保内町川之石１－２３７－
８５

大 星 富 生
川 之 石 八幡浜漁業協同組合

西宇和郡伊方町足成４５８

増 田 和 慶

西宇和郡伊方町足成１４７

高 月 猪三福

西宇和郡伊方町足成１３４２－３

山 上 年 光
足 成 八幡浜漁業協同組合

西予市三瓶町安土３８番地３

浜 田 音太郎

西予市三瓶町津布理３６６番地９

酒 井 実

西予市三瓶町長早３番耕地２６番地
１

松 本 芳 隆
三 瓶 湾 八幡浜業協同組合

西宇和郡伊方町正野８７６番地

清 水 光 夫

西宇和郡伊方町正野２４５８－２番地

堀 田 幸 広

西宇和郡伊方町串２０７７番地

宮 本 重 三
三 崎 三崎業協同組合

２ 指定漁船調書の縦覧

� 縦覧期間

平成２１年２月１７日から同年３月３日まで

� 縦覧場所

次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ当該右欄に掲げる場所
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�愛媛県告示第２１４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県西条保健所長 竹之内 直 人

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友化学株式会社

東京都中央区新川二丁目２７番１号

代表取締役社長 米倉弘昌

２ 事業場の名称及び所在地

住友化学株式会社愛媛工場菊本地区

新居浜市菊本町一丁目１０番１号

３ 特定施設に関する事項

特 定 施 設 の 種 類 水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。）別表第１第３７号 ハろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８２立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 平成２１年３月２０日

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 平成２１年４月１０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 平成２１年４月１０日

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １２．０～１３．０

最大 １２．０～１３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５４０

最大 ８３０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７０

最大 ７７

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� ＥＣＨ活性汚泥処理施設

設 置 年 月 日 昭和４７年２月１０日

処 理 施 設 の 種 類 化学処理、生物処理及び物理処理

処 理 施 設 の 型 式 活性汚泥処理

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦９０メートル 横５０メートル
高さ５．６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり３，８７０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和、活性汚泥及び沈降処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ６．５～８．５

通常 ６．５～７．５

最大 ６．５～７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４８５

最大 ６２９

通常 ４８．５

最大 ６２．９

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 ５０

通常 ５０

最大 ５０

東予地 方 局 管 内 の 加 入 区 東予地方局産業経済部水産課

東 予 地 方 局 産 業 経 済 部
今 治 支 局 管 内 の 加 入 区

東 予 地 方 局 産 業 経 済 部
今 治 支 局 水 産 課

中予地 方 局 管 内 の 加 入 区 中予地方局産業経済部水産課

南予地 方 局 管 内 の 加 入 区 南予地方局産業経済部水産課

南予地方局愛南水産課管内の加
入 区 南予地方局産業経済部愛南水産課

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八幡浜 支 局 管 内 の 加 入 区

南 予 地 方 局 産 業 経 済 部
八 幡 浜 支 局 水 産 課
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窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．１

通常 ０．０１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３，５４４

最大 ３，８３７

通常 ３，５４４

最大 ３，８３７

� №１総合排水処理施設

設 置 年 月 日 昭和５３年８月３１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈降分離

処 理 施 設 の 構 造 鉄筋コンクリート製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
集水槽 縦１０メートル 横１０メートル
高さ ５メートル
沈降槽 縦２００メートル 横１０メート
ル 高さ２．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４０，０００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 沈降分離処理

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ６．５～８．０

通常 ７．０～７．５

最大 ６．５～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １４．９

最大 ２２．２

通常 １２．６

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４．０

最大 ２７．０

通常 １５．０

最大 ２７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 １５．０

通常 ５．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３，４２０

最大 ２７，５５７

通常 ２３，４２０

最大 ２７，５５７

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� №１排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～７．５

最大 ６．５～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １２．６

最大 ２０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １５．０

最大 ２７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５．０

最大 １５．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ５．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２３，４２０

最大 ２７，５５７

� №３排水口

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．０～８．０

最大 ７．０～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １３．９

最大 １９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３５．０

最大 ４７．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 １０．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．０

最大 ７．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３４，９８５

最大 ４０，７４８

備考 この他に、雨水排水口が１７箇所ある。

�������
�愛媛県告示第２１５号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用用排水施

設整備事業・日野浦地区）の計画の変更は、適当と認められるので、

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第５項及び第４８条

第９項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとお

り関係書類を縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用用排水施設整備事業・日野浦地区）

変更計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

愛 媛 県 報平成２１年２月１７日 第２０４０号
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平成２１年２月１８日３月１７日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�������
�愛媛県告示第２１６号
久万高原町から協議のあった町営土地改良事業（農業用道路整備

事業・上直瀬地区）の計画の変更は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の３第５項及び第４８条第９

項において準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関

係書類を縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用道路整備事業・上直瀬地区）変更

計画書の写し

� 久万高原町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の

写し

２ 縦覧期間

平成２１年２月１８日３月１７日まで

３ 縦覧場所

久万高原町役場

�������
�愛媛県告示第２１７号
松山市平井町土地改良区から認可申請のあった土地改良事業（維

持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法（昭

和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８条第

６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 松山市平井町土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計画

書の写し

� 松山市平井町土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

平成２１年２月１８日から３月１７日まで

３ 縦覧場所

松山市役所本庁

�������
�愛媛県告示第２１９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松野町土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２１年２月１７日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第２２０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり道路の位置を指定した。

平成２１年２月１７日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

１ 指定年月日及び番号

平成２１年２月４日 ２０大土建（道）第５号

２ 道路の位置

大洲市新谷甲１２６番２、甲２０２１番３、甲１２６番２地先水路

幅員 ４．４５メートル

延長 ３５．００メートル

３ 申請人の住所及び氏名

大洲市東大洲１５５番地２

トミナガ不動産有限会社

代表取締役 冨永 邦茂

大洲市新谷甲１２７番地の３

檜田 勉

４ 図面省略

�愛媛県告示第２１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２１年２月１７日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第２２１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２１年２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第５９号

平成２１年２月６日
東温市牛渕字太郎丸４７９番１、４８０番１、４８０番２及び４８３番

松山市森松町１０３５番地１

株式会社上浮穴産業

愛 媛 県 報平成２１年２月１７日 第２０４０号
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公 告

監 査 公 表

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２１年２月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

ＩＣカード運転免許証作成用消耗品の単価契約

� 購入物品名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 購入物品の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 購入期間

平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの間

� 納入期限

発注後１５日以内

� 納入場所

愛媛県警察本部運転免許管理課

� 入札方法

入札金額は、ＩＣ運転免許証を作成するに当たっての各消耗

品の１カートリッジ当たりの各単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当該金額

に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税

及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった契約金額の１０５分の１００に相当する金額

を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２０・２１・２２年度の一般競争入札に参加

する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該当するもの。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 購入期間の開始までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にない者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県警察本部警務部会計課調度第一係

〒７９０－８５７３

愛媛県松山市南堀端町２番地２

電話（０８９）９３４－０１１０

� 入札書の受領期限

平成２１年３月３０日（月）午後１時３０分

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２１年３月３０日（月）午後１時３０分

愛媛県警察本部 大会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示した

物品を納入できることを証明する書類を下記の受領期間に提出

しなければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。

ア 受領期間

平成２１年２月１８日（水）午前９時から平成２１年３月１９日（木）

午後５時３０分まで。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased：Consumabies

for IC DRIVER'S LICENSE issuance system

� Time limit of tender：１：３０ p．m．３０，March，２００９

� For further information，please contact： Supplies Procurement

Section，Finance Division，Administration Department，Ehime

Prefectural Police Headquarters，２‐２

Minamihoribatacho，Matsuyama，Ehime

７９０‐８５７３ Japan

TEL ０８９‐９３４‐０１１０

�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 大洲野村線
大洲市松尾２５番４から

同市松尾１９番７まで
平成２１年２月１７日

愛 媛 県 報平成２１年２月１７日 第２０４０号

１３６



公営企業告示

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年２月１７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

産 業 政 策 課 平成２０年１０月１６日

（監査の結果）

職員（１名）の単身赴任手当について、適正な交通経路を検討するこ

となく交通距離を認定したため、計６６，０００円（平成１９年４月から２０年２

月分までの１１か月分）が過支給となっていた。

（措置の内容）

指摘のあった単身赴任手当（加算額）の支給については、ＪＲ利用に

よる交通経路から距離が短い高速バス利用による交通経路に認定を変更

し、過支給分を２０年３月２１日までに返納済み。

加算額の認定経路については、運賃や所要時間などを総合的に勘案し

て認定すべきとされていることから、現在では、個別に人事課に事前協

議を行い、支給誤りが発生しないようにしている。

�������
�公表第５号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２１年２月１７日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 田 中 多佳子

同 明 比 昭 治

�愛媛県公営企業告示第１号
次のとおり落札者を決定した。

平成２１年２月１７日

愛媛県公営企業管理者 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

警 察 本 部 平成２０年１０月１４日

（監査の結果）

公務中の警察車両による事故や警察車両運転者の不注意による自損事

故が依然として多発しており、職員意識の高揚と事故防止の徹底に、よ

り一層努められたい。

（措置の内容）

警察車両による交通事故防止のために、次の改善措置を実施して職員

意識の高揚と事故防止対策に努めている。

１ 各所属に対する対策

� 文書発出による交通事故防止への取組徹底の指示

ア 警察職員による交通事故の発生状況を踏まえ、各所属の長に交

通事故防止対策に関する取組状況について報告を求める指示を行

っている。

イ 毎月、前月に職員が関係した交通事故発生状況を全所属に通知

して、事故防止教養に使用するよう指示を行っている。

ウ 職員に過失のある公用車の交通事故が発生した場合には、全所

属に対し、メールで事故概要等を速報することにより、交通事故

防止の意識高揚を図っている。

� 各種会議等における指導教養の実施

幹部（所属長・次長）会議や随時監察の機会に、職員による交通

事故の実態を紹介するとともに、交通事故防止対策の徹底の指示を

行っている。

２ 交通事故を起こした職員及び所属に対する対策

� 警察本部主管部による現地指導

平成２０年度から警察署の職員が第一当事者となった公用車事故及

び職員による過失１００％の私有車両事故については、警察本部の主

管部幹部が警察署に出向き、当該職員に対して直接、交通事故防止

について厳しく指導している。

� 運転適性検査等の再実施

交通事故を起こした職員本人に車両運転時における自己の弱点を

自覚させるとともに、各所属において当該職員の運転特性を踏まえ

た的確な個別指導を行うため、交通事故を起こした職員に対し、平

成２０年９月、運転適性検査及び実技指導を再実施し、その結果を当

該職員及び各所属の監督者に通知した。

� 副所長（次長）招致による交通事故防止対策

毎月、公務中の第一当事者及び私用中の第一当事者事故にかかる

ワースト３所属を全所属に通知し、１年間に３回以上該当した所属

の副所長（次長）を警察本部に招致して、今後の交通事故防止対策

等について説明を行わせるなど交通事故防止対策を強化している。

� 厳正な処分

職員の交通事故については、個々の事故形態、過失の割合、損害

の程度等を総合的に考慮して、懲戒処分、監督上の措置を検討、実

施するなど厳しい対応を実施している。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

ＣＲシステム１式及びＰＡＣＳ
（医用画像情報システム）２式
（月額賃借料／県立今治病院及び県
立新居浜病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２１年１月１４日
東京都千代田区紀尾井
町３番２７号
株式会社自治体病院共
済会

６，３６６，１７１円 一般競争入札 平成２０年１１月２８日

平成２１年２月１７日 発行

愛 媛 県 報平成２１年２月１７日 第２０４０号
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